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(1) 事務事業の目的と指標
① 活動の計画（活動の量・大きさ・規模等）
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② 対象（事業は誰・何を対象にしているのかを記載）

ア
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③ 目標（この事業によって、対象をどうしたいのか記載）

ア
イ

(2) 指標・総事業費の推移
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事務事業の概要
（事務事業の内

容を記載）

１　事務事業概要
　現在の大宮住宅は昭和51年・52年に建築し、37～38年以上経過し老朽化が進んでいる。平成23年度に実施した町営住宅
長寿命化計画の中でも、耐用年数が過ぎており建物の傷みも各所に見られ、修繕での対応は不可能で建替が必要と判断さ
れました。また、トイレも水洗化がされてなく、住環境も悪くこれらを改善するためにも大宮団地の建替え事業を実施する。

２　事業費　（RC造り、２階建て２棟２０戸での概算事業費）
　○平成27年度　　・大宮団地建替え基本計画作成業務　　　　 　（   2,000千円）
　　　　　　　　　　　　・用地測量業務（用地買収を含む)　　　 　　　　（ 　3,000千円）
　○平成28年度　　・大宮団地建築工事実施設計書作成業務     (  25,000千円）
　　　　　　　　　　　　・旧大宮団地解体工事実施設計書作成　　　  （   2,000千円）
　　　　　　　　　　　　・駐車場、周辺整備実施設計業務　　　　　 　　（   3,000千円）
　○平成29年度　　・旧大宮団地解体工事（第1期工事）　　　 　　　（ 10,000千円）
　　　　　　　　　　　　・大宮団地建築工事（第1期工事）　　　　　　　　（220,000千円）
　○平成30年度　　・旧大宮団地解体工事（第2期工事）　　　 　　　（ 10,000千円）
　　　　　　　　　　　　・大宮団地建築工事（第2期工事）　　　　　　　　（190,000千円）
　　　　　　　　　　　　・駐車場、周辺整備工事　　　　　　　　　　　　　　（ 25,000千円）
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３　事前評価結果 事前評価日： 平成 年 月 日

（1） 事前評価者として判断した今後の事業の方向性

１次案のまま採択 下記条件で採択 不採択 差し戻し

４　成果検証 事後(中間)評価日： 平成 年 月 日

（1） 評価結果（今後の方向性)

優(成果大) 良(良好) 可 不可(成果なし・中止・計画変更必要)

(2)　総評 (3)  指示事項

・低所得者に限定せず入居できるよう検討すること
・木造での設計を検討すること

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

② 着手・実施の必要性

この事務事業をなぜ着手・実施しな
ければならないのか？先延ばしにで
きない理由は何か？

事業の内容は受益と負担との公
平性が考慮されているか？

③ 総事業費の算定根拠

算定にあたってコスト削減策を考え
たか？将来のコスト増要因に対して
対策が考えられているか？

目
的
妥
当
性
評
価

なぜこの事業を町が行わなければな
らないのですか？税金を投入して、
達成するものですか？

評価項目

④ 受益と負担との関係

281126

(3)指示事項(事務事業に関する指示、事後(中間)評価日程等)（2）採択条件

① 公共関与の妥当性
 適切

 見直し
 余地あり

 適切

 見直し
 余地あり

事前評価結果説明

現在の住宅は耐用年数が過ぎてお
り、老朽化がすすみ修繕では対応で
きない状況なので、早急な建替えが
必要である

 適切

 見直し
 余地あり

 適切

 見直し
 余地あり

 適切

 見直し
 余地あり

事後評価結果実施後の状況

低所得者及び住宅困窮者等への住
宅供給は町の責務であり妥当である

 適切

 見直し
 余地あり

 適切

 見直し
 余地あり

耐震構造、バリヤフリー構造等の法的
基準構造は替えられないが、施工方
法等コスト削減に努める
木造住宅の耐用年数３０年、ＲＣ住宅
の耐用年数７０年であり、将来的には
ＲＣ造りの方がコスト削減となる

町が建設し、住宅困窮者等へ提供す
るものであり受益者（入居者）の負担
はない

再評価対象事業

事務事業実施後
の概要

（実施しての効
果、受益者等の
反応、問題点、
課題等を記載）

― ― ―

 適切

 見直し
 余地あり


